




































































































































（9）　Lynch v. Donnelly, 465 U.S. 668（1984）, 465 U. S. 687 （O’Connor J., concurring）.
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挙行する恒例の重要な祭祀に際して右の
ような玉串料等を奉納することは、建築現場において



































































（17）　Lemon v. Kurtman, 403 U.S., 602（1971）において定式化された判断枠組であるた
め、そう呼ばれる。
（18）　レーモン・テストにおける「目的」要件（本文①）と、日本の目的・効果基準に
おける「目的」要件との間の違いについては長谷部恭男『続・Interactive憲法』（2011 
有斐閣）125頁以下。
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であろうか。まず津地鎮祭判決からして、「当該行為の行われる場所、当
該行為に対する一般人の宗教的評価、当該行為者が当該行為を行うについ
ての意図、目的及び宗教的意識の有無、程度、当該行為の一般人に与える
効果、影響等」につき、逐一別個独立に検討しているわけではない。例え
ば「当該行為の行われる場所」について言えば、当該地鎮祭が行われた「場
所」が、神社の境内ではなく、市体育館建設予定地という、特段の宗教的
意味のない場所であったことは、合憲の結論を補強しうる有力な要素とな
りえたにもかかわらず、津地鎮祭判決が当該事案への「あてはめ」部分で
これに言及するところは、なぜか皆無である。実際に「あてはめ」部分で
津地鎮祭判決が主に依拠しているのは、地鎮祭という、もともとは宗教由
来の行事が、現代に至るまでの時間の流れの中で「習俗化」していること
である。また地鎮祭の「習俗化」という要因は、「一般人及びこれを主催
した津市の市長以下の関係者の意識」、すなわちそれを見た（知った）一
般人に対しどういう「効果」をもたらすかという問題と、行為者側がどう
いう「目的」でそれをやったのかの問題の両方に同時にかかわるものとし
て、言わば混然一体のものとして論じられている。要するに、「当該行為
の行われる場所、当該行為に対する一般人の宗教的評価、当該行為者が当
該行為を行うについての意図、目的及び宗教的意識の有無、程度、当該行
為の一般人に与える効果、影響等」に含まれる諸要因は、あくまで要考慮
事項の例示であって（末尾に「等」とある。）、目的・効果基準を用いるど
の事案においても必ず、これを逐一検討すべきだと言っているわけではな
いように思われる。
「目的」と「効果」の間の関係は、「且つ」か「又は」か。そのヒント
は津地鎮祭判決の「あてはめ」部分末尾の以下引用部分冒頭にあるように
思われる。
 「以上の諸事情を総合的に考慮して判断すれば、本件起工式は、宗教と
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かかわり合いをもつものであることを否定しえないが、その目的は建築
着工に際し土地の平安堅固、工事の無事安全を願い、社会の一般的慣習
に従つた儀礼を行うという専ら世俗的なものと認められ、その効果は神
道を援助、助長、促進し又は他の宗教に圧迫、干渉を加えるものとは認
められないのであるから、憲法二〇条三項により禁止される宗教的活動
にはあたらないと解するのが、相当である。」
つまり、一般論部分にいう「諸般の事情［の］考慮」は、「総合考慮」
だというのである（愛媛玉串料判決と白山比咩神社事件上告審判決もまと
めの部分で、ほぼ同様の文言を用いている。）。ということは、「目的」と
「効果」の両方が、違憲の疑いを高めるのに十分な閾値にまで達していな
ければ違憲と結論できないと考えているわけではなく、また「目的」と「効
果」のうち一方のみがそうした閾値に達していれば違憲と結論しうる、と
考えているわけでもなく、各ファクターを「総合」すれば違憲（合憲）と
結論しうる、そういう、融通無碍な「基準」なのだと考える方が、日本の
最高裁の判例法理の理解の仕方としては、より近いのではないだろうか。
そこにおいては、「目的」も「効果」も、「当該行為の行われる場所、当該
行為に対する一般人の宗教的評価、当該行為者が当該行為を行うについて
の意図、目的及び宗教的意識の有無、程度、当該行為の一般人に与える効
果、影響等」といった諸ファクターも、結局は「総合考慮」へと飲み込ま
れてゆく要素（しかも、あくまでその例）に過ぎないということになろう。
目的・効果基準が実際の判例の中で果たしてきた機能を示す適例として
大阪地蔵像事件上告審判決があるので、その判決文のほぼ全体を以下に引
しよう。
 「（１）本件において、大阪市が各町会に対して、地蔵像建立あるいは移
設のため、市有地の無償使用を承認するなどした意図、目的は、市営住
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宅の建替事業を行うに当たり、地元の協力と理解を得て右事業の円滑な
進行を図るとともに、地域住民の融和を促進するという何ら宗教的意義
を帯びないものであった、（２）もともと本件のような寺院外に存する
地蔵像に対する信仰は、仏教としての地蔵信仰が変質した庶民の民間信
仰であったが、それが長年にわたり伝承された結果、その儀礼行事は地
域住民の生活の中で習俗化し、このような地蔵像の帯有する宗教性は希
薄なものとなっている、（３）本件各町会は、その区域に居住する者等
によって構成されたいわゆる町内会組織であって、宗教的活動を目的と
する団体ではなく、その本件各地蔵像の維持運営に関する行為も、宗教
的色彩の希薄な伝統的習俗的行事にとどまっている、というのである。
右事実関係の下においては、大阪市が各町会に対して、地蔵像建立 あ
るいは移設のため、市有地の無償使用を承認するなどした行為は、その
目的及び効果にかんがみ、その宗教とのかかわり合いが我が国の社会
的・文化的諸条件に照らし信教の自由の確保という制度の根本目的との
関係で相当とされる限度を超えるものとは認められず、憲法20条３項
あるいは89条の規定に違反するものではない。」
あくまでも重要なのは（つまり合憲違憲の判断を分けているのは）（１）
～（３）、すなわち、本稿上記掲の（１）～（４）の諸ファクターのいず
れかなのであり、「目的及び効果」は、まとめのところで言及されている
に過ぎないことがわかるであろう。いや、「目的及び効果」のうち「目的」
については、上掲引用部の（１）において立派に役割を果たしているでは
ないか、と言われるかもしれない。だが、それはあくまで（２）および（３）
と等位のものとして、最終的な「目的及び効果」に関する総合考慮に算入
される１ファクターとしての位置づけを与えられているに過ぎない。第
一、「あてはめ」部分で明示的に「目的」を重視しているのは、上掲（１）
であげた一部の判決に過ぎないし、繰り返すが津地鎮祭事件では、「目的」
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と「効果」の両方につき、同時に混然一体の形で議論されている。
結論的にいうと、重要なのは（違憲・合憲の結論を実質的に分けている
のは）、「目的及び効果」（及び２者の間の関係）というよりも、最終的に
「目的及び効果」に関する「総合」判定に先立って検討される上掲の（１）
～（４）の諸ファクターに関する判断の方であると考えられる。まさに「目
的効果基準的言い回しはその結論に合わせて語られるレトリックにすぎな
い」という言い方が当たっている（19）。
３　「空知太神社事件」または「白山比咩神社御鎮座二千百年式年大祭奉
賛会事件」における変化？
（１）「空知太神社事件」上告審判決の判断手法は「目的・効果基準」と
異なるか？
市有地上に神社施設が多年にわたり存在する状態を解消して来なかった
市の不作為の合憲性をめぐる「空知太神社事件」上告審判決は、目的・効
果基準と呼ばれてきた、津地鎮祭判決に含まれる上掲引用部分ではなく、
以下のような、それとは別の（？）判断枠組を示した。
 「国公有地が無償で宗教的施設の敷地としての用に供されている状態が
…憲法89条に違反するか否かを判断するに当たっては、当該宗教的施
設の性格、当該土地が無償で当該施設の敷地としての用に供されるに
至った経緯、当該無償提供の態様、これらに対する一般人の評価等、諸
般の事情を考慮し、社会通念に照らして総合的に判断すべきものと解す
るのが相当である。」
津地鎮祭判決の本稿冒頭引用部分との違いとしては、「総合的」の語が
含まれていることがあげられるが、先に指摘したとおり、津地鎮祭判決で
（19）　『平成20年度重要判例解説』（ジュリ1376号）17頁［佐々木弘通］。
白鷗法学　第26巻１号（通巻第53号）（2019）238
も、まとめの箇所において、「諸事情を総合的に考慮して判断すれば」の
語が登場しているので（同旨表現は愛媛玉串料判決および白山比咩神社事
件上告審判決のまとめ部分にも見られる。）、この「総合的」判断という点
に、従前の判例との違いを見出すことには無理があろう。とすると注目さ
れるのは、上掲引用部冒頭に明記されているように、公有地上に神社施設
が存在しているという、当該事案特有の、しかし「現在に至っても、なお
…相当数残存していることがうかがわれる」（空知太神社事件上告審判決
より）事情に特化した（つまり最高裁としては、全国通津浦々に潜在する
同種問題を横目で意識しつつ示さざるを得なかった）判断枠組であるとい
うことである。従って、仮にこれが実質的判例変更であるとしても、その
射程は限定的であると考えられる。
それではなぜ、空知太神社事件上告審判決は「目的・効果基準を用いな
かった」のであろうか。もっとも同判決の上掲部分にいう「一般人の評価」
が、津地鎮祭判決の上掲引用箇所にいう「当該行為の一般人に与える効
果」と実質異ならないとすれば、「効果」は考慮要素としてあげていると
考えられなくもない。とすれば、ここで問うべきなのは、より精確に言え
ば、同判決が「目的」（「当該行為者が当該行為を行うについての意図、目
的及び宗教的意識の有無、程度」）という要因を、考慮要素としてあげて
いない理由は何か、ということになろう。公有地上に神社施設が存在して
いる状態を解消しようとしてこなかった多年にわたる市の不作為の合憲性
が問題となった空知太神社事件の場合、不作為に明示の目的を観念しがた
いという事情によるものであるというのが、一つの考え方であろう（もっ
とも、同日言い渡しの「富平神社事件」判決（20）は、公有地上に神社施設
が存在している状態を解消する「目的」で、神社敷地を市が町内会に譲与
したという作為に関する事案であったのだが…）。
では、空知太神社事件上告審判決における違憲判断は、従前の判断枠組
（20）　最大判平成22年１月20日・民集64巻１号128頁。
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（実質的には、本稿２における（１）～（４）の諸ファクター）では説明
できないのであろうか。同事件につき大法廷が違憲判断の実質的根拠とし
てあげている２ファクターのうち、「本件神社物件」の宗教性を否定でき
ないとしたことは本稿２（１）の、「本件氏子集団」を宗教団体としたこ
とは本稿（３）の延長上で説明することが十分可能である。
上述の通り、違憲判決である愛媛玉串料判決が下された際、さらに同じ
く違憲判決である空知太神社事件判決が出た際も、従来の判断枠組とは実
質的に異なる要素があるという見方が登場してきたわけである。本稿筆者
としてはそうした見方を全面否定するつもりも、またその用意も無い。だ
が、それら２つの違憲判決を含め、本稿２（１）～（４）の枠内で説明す
ることが十分可能である（判断枠組自体が、合憲の結論に至った他の判決
と別物と考える必要は無い。）というのが、本稿の差し当っての見立てで
ある。
（２）白山比咩神社御鎮座二千百年式年大祭奉賛会事件における復活また
は変容？
空知太神社事件上告審判決の後、同年に下された白山比咩神社御鎮座
二千百年式年大祭奉賛会事件上告審判決おいては、目的・効果基準が、少
なくとも額面上は、復活しているが、空知太神社事件上告審判決の前後
で、その運用実態に、何か違いはあるのだろうか。
白山比咩神社事件上告審判決が、「当時市長の職にあったＤが本件発会
式に出席して祝辞を述べた行為は、市長が地元の観光振興に尽力すべき立
場にあり、本件発会式が上記のような観光振興的な意義を相応に有する事
業の奉賛を目的とする団体の発会に係る行事であることも踏まえ、このよ
うな団体の主催する当該発会式に来賓として招かれたのに応じて、これに
対する市長としての社会的儀礼を尽くす目的で行われた」と述べる部分
は、本稿の整理によれば２（１）ⅰ）およびⅱ）に包摂されるであろう。
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また同判決は、「本件発会式も、本件神社内ではなく、市内の一般施設で
行われ、その式次第は一般的な団体設立の式典等におけるものと変わら
ず、宗教的儀式を伴うものではなかった」として、本件発会式の開催され
た「場所」（２（２）ⅱ））に着目しつつ、本件発会式の宗教性（２（２））
が、憲法上問題視し得る程の閾値に達していないとしている。また「奉賛
会は、…その事業自体が観光振興的な意義を相応に有するものであって」
と述べる部分は２（３）に、さらに、本件発会式への被告のかかわり合い
の程度につき「祝辞の内容が、一般の儀礼的な祝辞の範囲を超えて宗教的
な意味合いを有するものであったともうかがわれ」ず、「宗教的色彩を帯
びない儀礼的行為の範囲にとどまる態様のもの」と述べているのは２（４）
に包摂可能である。
もちろん、例えば奉賛会の性格（２（３））を掘り下げて論じた場合、
宗教法人白山比咩神社と奉賛会が形式上別団体だとしても、そのメンバー
の重複と、奉賛会の設置目的、活動内容から判断して、実質的には一心同
体だとして、違憲の結論へと引っ張ることも不可能ではないという側面も
ある事案であり、上告審判決がこの点につき何ら説明していないことには
疑問も残るが、白山比咩神社事件上告審判決の実質的判断部分もまた、本
稿２（１）～（４）の枠内での十分説明可能であるということは言えよう。
 （筑波大学法科大学院長・元本学法学部教授）
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